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2022年 2月 15 日 
株式会社日立製作所 

 

シニアの「社会参加」を促し、介護予防を支援する新事業を立ち上げ 
スマホアプリ「社会参加のすゝめ」を 2022年春にリリースし、一般向けに無償公開 
企業や自治体などと連携し、健康長寿社会の実現をめざすエコシステムを構築 

 

 
 

株式会社日立製作所(以下、日立)は、このたび、一般社団法人日本老年学的評価研究機構(以下、
JAGES 機構)との共同研究のもと、シニアの社会参加*1 行動を測定し、データに基づく介護リスクの予測や
介護予防のための行動介入を支援する新たな事業を立ち上げます。 
本事業の中核ツールとして、シニアの社会参加を促進するスマートフォンアプリ「社会参加のすゝめ」*2 を

2022年春にリリースし、一般向けに無償公開します。外出・行動状況の測定・見える化や、そのデータに基
づいた健康アドバイス、JAGES 機構の先行研究に基づくコンテンツ配信などを提供します。 
今後、本取り組みに賛同いただける企業や自治体などを幅広く募り、「社会参加のすゝめ」という新たな

プラットフォームを通じて連携することで、アプリを通じた介護予防効果をシニアに還元できるサービスなど、シ
ニアの社会参加を促進するより良い仕組みの開発と社会実装を加速し、「人生 100 年時代」における健
康長寿社会の実現に向けたエコシステムの構築に取り組みます。 
*1 社会参加：外出する、地域や趣味の集まりに参加する、友人に会うなど、生活の中で他者と交流する行動のこと。 
*2 商標出願済み。なお、本アプリは、App Store および Google Play™からダウンロード可能となります。(2022年 4 月末公開予定) 
 
■取り組みの背景 
近年、少子高齢化に伴い、介護費用は年々増大し、2020 年度の介護保険給付費用は 10 兆円を

超え*３、20 年間で 3 倍以上*4に膨らんでいます。豊かで持続可能な社会を構築していくことは、世界に先
駆けて日本の社会課題となっており、高齢者の介護予防に関する意識づけや行動変容を、社会全体でサ
ポートする仕組みを構築するなど、抜本的な変革が求められています。 
日立は、JAGES 機構の 20 年にわたる調査結果*5から明らかとなった、シニアの社会参加が活発である

ほど要介護認定の割合が低いという、社会参加状態と要介護認定との関係に着目しました。その一方で、
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JAGES 機構の調査は数年に一度の紙によるアンケート調査が中心であったため、実態のリアルタイムな評
価が困難であることや、個人の主観的な回答に基づく調査データである点などの課題がありました。 
日立は、医療ビッグデータから将来の入院発生リスクを予測する「Risk Simulator for Insurance」*6 の

開発など、人の健康に関わるデータを分析して将来リスクの予測を可能とする技術開発に取り組んできたこ
とから、これらのノウハウを社会参加データに応用し、介護リスクや行動介入による介護予防効果をデジタ
ルに評価・分析できる仕組みの検討を、JAGES 機構と共同で進めてきました。 
 
*3 厚生労働省「令和 2 年度 介護給付費等実態統計の概況（令和 2年 5 月審査分～令和 3年 4 月審査分）」 
*4 厚生労働省「令和元年度 介護保険事業状況報告（年報）のポイントー年度別給付費の推移ー」：平成 12 年度(2000 年度)と令和元

年度(2019 年度)と比較。 
*5 ニュースリリース-JAGES プロジェクト(2021 年 6 月) 
「活動性の低い高齢者の介護費用は高くなる ～活動性の高い高齢者に比べて約 5 年間で 7～11 万円～」 
「社会参加で介護費用が減少週１回以上の趣味やスポーツの参加者は６年間で１人約 11 万円、就労している人では６万円程度介護費
が低い傾向あり ～12自治体 4.6 万人の追跡調査より～」 

*6 ニュースリリース-日立製作所(2018年 10月 3 日) 
「医療ビッグデータを活用し、8大生活習慣病に関わる入院リスクを予測する『Risk Simulator for Insurance』を提供開始」 

 
■取り組みの概要・特長 
本事業のプラットフォームとして中核となるのは、2022 年春にリリースする、スマートフォンアプリ「社会参加

のすゝめ」です。スマートフォンの位置情報や歩数などのデータを用いて、疑似的に社会参加状態を計測でき
るほか、アプリ内に設けたコラム機能から配信される、JAGES 機構の優れた先行研究の論文を一般のシニ
アにも分かりやすい内容に要約したコラムを読むことができるなど、アプリ利用者は介護予防のための理想
的な健康状態に近づくために何をすべきかを知ることができ、シニアの介護予防に向けた知識獲得と社会
参加を促進します。 
また、高齢化社会を支える商品やサービスを開発する企業と連携することで、本アプリから得られるさまざ

まなデータから、任意の施策の介護予防効果を定量的に測定し、PDCA サイクルを回すことが可能となりま
す。本アプリを通じ、シニアをターゲットとしたさまざまな事業者が支援事業に参画でき、シニアがそれを享受
できる、そうした介護予防支援に向けた新しい仕組みづくりをめざしています。 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/kyufu/20/index.html
https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/jigyo/19/dl/r01_point.pdf
https://www.jages.net/library/pressrelease/?action=cabinet_action_main_download&block_id=4030&room_id=549&cabinet_id=253&file_id=9390&upload_id=12215
https://www.jages.net/library/pressrelease/?action=cabinet_action_main_download&block_id=4030&room_id=549&cabinet_id=253&file_id=9389&upload_id=12214
https://www.jages.net/library/pressrelease/?action=cabinet_action_main_download&block_id=4030&room_id=549&cabinet_id=253&file_id=9389&upload_id=12214
https://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2018/10/1003a.html
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なお、事業化に先立ち、2020 年に、社会参加行動の測定と行動変容に関する実証実験を行いました。
スマートフォンをもつ約 90 名のシニアにテスト用アプリをインストールいただき、4 か月間データを計測しつつ社
会参加を促す情報提供を行ったところ、一定の割合で社会参加行動が活発化したことが確認できました。 
 
■今後の展開 
今後、本プラットフォームを中核に、幅広い業界の企業や団体との連携を広げ、さまざまな趣味嗜好を

持つシニア一人ひとりが、自身に合った社会参加の方法を見つけ、選択できるサービスの開発をめざします。 
たとえば、保険会社とは、社会参加の状態が活発で介護リスクが低いと認められる場合に、保険料の

割引や、他サービスの特典を付与するなど、金融に限らないさまざまなサービスの利用において優遇が得られ
る仕組みの開発が期待できます。そのほか、交通事業者や小売事業者などと連携し、シニアの積極的な
「おでかけ」を推奨するイベントの開催や、自治体の介護予防施策の効果を社会参加の側面から定量的
に測定するなど、さまざまな業界とのコラボレーションを図っていきます。 
日立は、誰もが快適に、安心して、健やかに暮らせる社会の実現に向け、データから価値を創出してイノ

ベーションを加速する「Lumada」をドライバーに、さまざまな社会課題の解決に取り組んでいます。本事業に
おいても、シニアの介護予防に対する意識・行動の変化と社会参加の定着を促すサービスの創出をめざし、
人々が幸せで豊かに暮らすことができる持続可能な社会の実現に貢献していきます。 
 

■JAGES 機構 代表理事 近藤克則氏（千葉大学 予防医学センター 教授）からのコメント 
JAGES 機構では長年社会参加状況とその数年後の介護認定との関係について研究してきました。日

立と組むことで調査の精度が劇的に上がり、介護予防支援において今後さらなる効果が期待できます。
2020 年度の日立との実証事業では、スマホアプリを使った行動計測と社会参加を推奨するコラム送付に
よる行動変容を促す取組みの可能性と課題の両面を探り、その結果、“測れる” “変われる” “楽しめる” の
3 つの示唆を得られました。「アプリによる社会参加促進」の実現可能性が示唆されたと考えます。 
 

■アプリの画面イメージ 
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■「社会参加のすゝめ」に関するWeb サイト 
https://www.hitachi.co.jp/ShakaiSanka-no-SUSUME/ 
*「社会参加のすゝめ」スマートフォンアプリは、App Store および Google Play™のほか、本サイトから無償ダウンロードで利用可能
(2022年 4月末公開予定)。 

 
■商標注記 
・App Store は、Apple Inc. の登録商標または商標です。 
・Google play は、Google LLC の登録商標または商標です。 
 
■日立製作所について 
日立は、データとテクノロジーで社会インフラを革新する社会イノベーション事業を通じて、人々が幸せで豊

かに暮らすことができる持続可能な社会の実現に貢献します。「環境(地球環境の保全)」 「レジリエンス(企
業の事業継続性や社会インフラの強靭さ)」 「安心・安全(一人ひとりの健康で快適な生活)」に注力してい
ます。IT・エネルギー・インダストリー・モビリティ・ライフ・オートモティブシステムの 6 分野で、OT、IT およびプロダ
クトを活用する Lumadaソリューションを提供し、お客さまや社会の課題を解決します。2020年度(2021年
3 月期)の連結売上収益は 8 兆 7,291 億円、2021 年 3 月末時点で連結子会社は 871 社、全世界で
約 35 万人の従業員を擁しています。 
詳しくは、日立のウェブサイト(https://www.hitachi.co.jp/)をご覧ください。 

 
■お問い合わせ先 
株式会社日立製作所 金融システム営業統括本部 [担当：松浦] 
〒100-8220 東京都千代田区丸の内一丁目 6番 1号 
お問い合わせフォーム：https://www.hitachi.co.jp/finance-inq/ 

 

以上 

   

https://www.hitachi.co.jp/ShakaiSanka-no-SUSUME/
https://www.hitachi.co.jp/
https://www.hitachi.co.jp/finance-inq/


------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
このニュースリリース記載の情報(製品価格、製品仕様、サービスの内容、発売日、 

お問い合わせ先、URL 等)は、発表日現在の情報です。予告なしに変更され、検索日と

情報が異なる可能性もありますので、あらかじめご了承ください。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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